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最近の道内経済動向
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※現状判断の参考としている主要経済指標は�月実績が中心｡

●個人消費は持ち直しつつある
�月の大型小売店販売額 (全店) は､ 前年比���％増と�カ月連続で前年を上回った (百貨

店：同▲���％､ スーパー：同���％増)｡�月のコンビニエンスストア販売額 (全店) は､ 同���
％増と��カ月連続の増加｡�月の乗用車新車販売台数 (軽含む) は､ 消費税増税に伴う駆け込
みの反動が長引いており､ 同▲	��％と
カ月連続で前年実績を下回った｡
●住宅建築は減少傾向､ 公共工事は減速の兆し､ 設備投資は持ち直し基調

新設住宅着工戸数 (�月) は前年比▲���	％と�カ月連続で減少した (�－�月：前年同期比
▲����％)｡ 消費税増税に伴う駆け込み着工の反動や建築単価上昇等を背景に､ 持家 (前年
比▲��％)､ 貸家 (同▲���％)､ 分譲住宅 (同▲����％) が揃って減少｡ 公共工事請負金額
(�月) は前年比▲����％ (	��億円) と�カ月連続で減少した (�－�月累計：前年同期比▲���
％)｡ 各発注官庁で��カ月予算 (��年度補正＋��年度当初) を�－	月期に前倒し執行したこと
や､ 前年の反動で減少したが､ 出来高ベースでは高水準を維持している｡ 設備投資は､ 各投
資計画調査で企業の前向きな動きが確認できるなど持ち直し基調にある｡

●生産は横ばい圏内
鉱工業生産 (�月) は､ 前月比���％上昇と�カ月ぶりに上昇｡ 収穫機械の生産一巡により一般
機械 (同▲����％) などが低下｡ 一方で､ 先月の減産要因 (工程遅れ) 解消により集積回路が増
産となった電気機械 (同����％上昇)､ 東北向けの出荷増によりセメントが増産となった窯業・土
石 (同����％上昇)､ イワシ・サバなど一部魚種
での好調な水揚げを背景に冷凍水産物が増産と
なった食料品 (同���％上昇) などが上昇した｡

●輸出は拡大基調にある
�月の通関輸出額 (速報値) は､ 前年比��％
増と�カ月ぶりに前年実績を上回った｡ 前年 (韓
国向けに灯油が大幅増) の反動により石油製品
(同▲��％) が減少｡ 一方､ 米国向け自動車部
分品 (同���％増)､ 香港向け新造船を含む船舶
(同�����倍)､ 韓国向けクメンなど有機化合物
(同���	％増) が増加した｡

●観光は回復している
国内客が中心となる来道者数 (�月)は､前年
比▲���％と�カ月連続で前年実績を下回ったも
のの､ マイナス幅は縮小し前年並みの高い水準
を維持｡ 一方､�月の外国人入国者数 (速報値)
は､同���％増と��カ月連続で増加｡円安等を背
景にアジア客が引き続き好調に推移している｡

●雇用情勢は緩やかに回復している
�月の有効求人倍率 (パートを含む常用) は､
前年比����ポイント上昇の��倍となった｡ �
月の新規求人数 (同) は前年比	��％増と�	カ
月連続で前年を上回った｡

(注) 有効求人倍率は各月の数値を単純平均したもの｡
(出所) 総務省 ｢労働力調査｣､ 北海道労働局

� RS�T7 調査ニュース �������

雇用関係指標の推移

�月の有効求人倍率は����倍とバブル期直後である����
年�月 (���	倍) を上回った｡ また､ 	－�月期の完全失業
率は
��％と�	年ぶりの低水準になるなど､ 雇用関係指標
は改善が続いている｡
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年度

▲

�� �� ��

月期

▲

(倍) (％)完全失業率(右目盛)
※季調済

有効求人倍率(左目盛)
※パートを含む常用
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オフィスを共有するシェアオフィスの利用者が道内でも増加しつつあります｡ 様々な機能を
割安で利用できるだけではなく､ 利用者相互の交流機会があることなどがその一因｡ 本稿では
今年オープンし､ 起業家支援に力を入れる北海道ビジネスサポートセンターを中心に､ 使いみ
ちを広げているシェアオフィスの動向について紹介します｡

レンタルオフィスよりも割安､ 利用者相互の交流などが付加価値
シェアオフィスは､ 独立した個室・デスクを専用で利用するレンタルオフィスとは異なり､

複数の利用者がスペースやデスクなどを比較的低料金で共用する施設です｡ ����年代に入って､
首都圏を始めとした大都市圏で増加してきました｡ 自営業者などの継続的な利用が中心ですが､
セミナー開催など一時的な利用にも使われています (注�)｡
シェアオフィスには､“安価な場所貸し”としての機能だけではなく､ 業種を異にする利用者

相互が情報交換などで交流できる､ オフィスの運営者などを通じ経営や技術などの専門家を紹
介してもらえる､ などの付加価値が備わっています｡ この点が､ 特に個人でビジネスに携わる
事業者にとって魅力的な施設となっています｡

(注�) 一般的に��機器やインターネット回線､ 共用の会議室などを備える｡ デスクは共用のほか固定席を備
える施設もある｡ また､ 本店所在地登録や固定電話設置が可能な施設も多い｡ 会員登録した上で一定
期間利用する使い方が一般的だが､ 非会員が時間単位で利用できる施設もある｡ 最近は地方の中小企
業が都市拠点として利用するケースもみられる｡

起業家支援を始め､ 都心部立地の利便性を生かした機能でアピール
札幌市時計台を臨むビルに今年�月開設された北海道ビジネス

サポートセンター (以下､ 同センター) には､ 起業家支援の専門
家が駐在し､ 起業や経営に関するアドバイスで利用者をサポート
しています (注�)｡ 同センターのワークスペースは全て共有で､
通常のデスクのほか時計台を眺められる畳敷きスペースやカウン
ターなど仕事場所を替えることにより気分転換できることも好評
です｡ 札幌都心部に位置し官公庁などへのアクセスが良いことか
ら､ 出張時の札幌拠点として利用する地方在住者も増えてきまし
た｡ なお､ 同センターの会員には､ 横浜､ 福岡､ 旭川など全国約
��施設の連携シェアオフィスを会員料金で利用できるという特典
があります｡ 同センターでは､ 早朝に夜行バスで到着する出張客
の利用を促すために市内ホテル (休憩プランを提供) と連携して
集客に努めるなど､ 利用者や使いみちを広げることにも力を入れ
ています｡

(注	) 同センターを運営する㈱北海道新事業創造プラザの吉澤代表取締役は起業や経営革新に関するサポー
トの専門家｡�週間のうち	日は同センターに滞在し､ 利用者の質問に回答 (本格的な相談は個別に
契約) している｡ なお､ 同センターの利用料金など詳細については､ 株式会社北海道新事業創造プラ
ザ
� (��������������������������) を参照｡

シェアオフィスは､ 起業家や自営業者向けサポートの充実が図られると同時に､ 社会人・学
生等の仕事や勉強の場としても利便性の高い施設になってきました｡ 今後一層､ 利用者が広がっ
ていくことが期待されます｡ (松本 則栄)

����� 調査ニュース ������� �

利用者広がるシェアオフィス､ 起業家支援にも力

オフィスのワークスペース
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｢厚生年金基金解散後の受け皿｣ ｢人材の獲得・確保対策｣ として､ 企業年金制度の一つであ
る ｢確定拠出年金 (��)｣ を採用する企業が増加傾向にあります｡ そこで本稿では､ その背景
と�� (企業型) の特徴等について解説いたします｡

�. 近年における企業年金制度の動向
公的年金支給額への将来不安が高まる中､ 補

完的な役割を担う企業年金制度に対する注目度
が高まっています｡ 近年では､ 年金資産の積立
不足問題を発端とした ｢適格退職年金制度 (以
下､ 適年) 廃止 (����年度末)｣ ｢厚生年金基金
(以下､ 基金) における代行返上の解禁 (��年�

月)｣ などを背景に､ 新たな受け皿となる ｢確定
給付企業年金 (ＤＢ)｣ ｢確定拠出年金 (ＤＣ､
企業型)｣ (注�) を導入する企業が急増していま
す (図表�)｡
特にＤＢは､ 同じ確定給付型である適年や基

金の移行先として人気が高い状況です｡ ただ､
適年からの移行一巡や､ 退職給付に係る会計基
準の改正による影響 (注�) などから､ ここ数年､
加入者数は微減傾向となっています｡ 一方､ 企
業が年金資産の運用リスクに対する責務を負わ
ないＤＣを導入する企業は､ 増加基調を維持し
ています｡ 法改正に伴い代行割れ基金の解散が
容易になったため､ 今後は基金の解散が増加す
る見通しであり､ 基金解散後の新たな企業年金
制度の受け皿として､ ＤＣへの関心は更に高ま
りそうです (注�)｡
(注�) �	は､ ｢�
��
�	

������：確定給付年

金｣を､��が､｢�
��
��������������：
確定拠出年金｣ を意味する｡

(注�) 退職給付に係る会計基準の改正に伴い､ 平成
��年度決算から､ 退職給付債務と年金資産
の差額を負債として計上することになった｡
年金資産の運用結果が連結貸借対照表へ即
時に反映されることになり､ 純資産の変動
リスクが高まることとなった｡

(注�) ��年�月�日以降､ 代行割れ基金は�年以内
に解散､ その他の基金も存続のためのハー
ドルが高く設定され､ 他の制度への移行が
促進されている｡ なお､ 全国の厚生年金基
金 (��年�月末時点) ���カ所のうち､ 解散
内諾済みが���カ所､ 代行返上内諾済が��カ
所となっている｡ 道内に本拠地を置く現存
する基金数は�カ所 (��年��月時点)｡

�. 確定拠出年金 (ＤＣ)の魅力と留意点
ＤＣには ｢企業型｣ ｢個人型｣ の二種類が存在
しており､ このうち企業年金制度の役割を担う
のが ｢企業型｣ です (図表�)｡ 事業主 (企業)

図表� 主な企業年金制度の加入者数推移

(注�) 確定拠出年金制度の創設は､ ��年��月｡ 確定給付企業年金
制度の創設は､ ��年�月｡

(出所) 厚生労働省資料､ 生命保険協会・信託協会・	
共済連 ｢企
業年金の受託概況｣

側の導入メリットとしては､ ①退職給付会計上
の純資産変動リスクや､ 運用難による積立不足
といった後発債務リスクなどの回避が可能､ ②
税制上､ 事業主側の掛金は全額損金算入扱いと
できる､ ③拠出金は社会保険料の計算根拠とな
る給与には含まれない､ という点が挙げられま
す｡ また､ 幅広い業種の道内企業で人手不足が
深刻化する中､ 魅力ある福利厚生制度として､
従業員の獲得・確保を促進するためのインセン
ティブとしての効果も期待できます｡
もっとも､ 企業年金制度を初めて導入､ もし

くは､ 既存の確定拠出型企業年金制度 (厚生年
金基金､ ＤＢ等) の上乗せ部分として導入する
場合は､ 新たに管理運営コストが発生する点に
注意が必要です｡
｢企業型｣ における従業員側の加入メリットに
は､ 公的年金の補完という側面以外にも､ ①掛
金が非課税 (全額所得控除の対象)､ 年金資産の
運用益が非課税 (注�) ､ 給付金が各種所得控除
の対象といった税制上のメリット､ ②離職・転
職の場合でも年金資産を移換して運用継続可能､
③加入者自身が運用資産を選択可能 (運用次第
では老後の収入増に寄与する)､ などの点が挙げ
られます｡ただ､確定給付型の企業年金制度と違
い､ 将来の給付額が運用状況に左右され確定し
ない点には､ 注意を要します｡
なお､ ｢企業型｣ の導入は労使合意事項であり､

� ����� 調査ニュース �������

確定拠出年金(ＤＣ)が脚光を浴びる理由とは？

(年度末時点)

(万人)
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�����

�� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� ��

厚生年金基金

確定拠出年金(企業型)

確定給付企業年金

���万人

��	万人


	
万人


��万人

���万人
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従業員ニーズを的確に把握した上での ｢企業年
金規約｣ の作成が求められます｡ さらに､ 運用
を自ら指図することに対する従業員の不安感を
拭い去るための投資教育､ 企業型年金制度自体
の運営体制構築等も､ 厚生労働省と金融庁の承
認を受けた運営管理機関 (銀行､ 信託銀行､ 保
険会社等) の協力を得て､ 進めていく必要があ
るでしょう｡
(注�) 本来､ 運用益には特別法人税が課税される

が､ ����年度まで凍結中となっている｡

す (図表�)｡前出の生命保険文化センターの調
査によると､ ｢老後に必要な最低日常生活費｣ は､
回答者平均で月額��万円という結果をふまえる
と､ 今年度��歳に到達する世帯は､ 公的年金で
老後の最低日常生活費を概ね賄うことが可能と
考えられます｡
一方､ 将来の公的年金受給者の場合はどうで

しょう｡ 上記試算の前提条件には､ 平均物価上
昇率が年�	�％とあります｡ そこで､ 毎年の物価
上昇率が ｢老後に必要な最低日常生活費 (月額
��	�万円)｣ に反映された場合で試算したところ､
今年度
�歳に到達する世帯では
�	
万円となり､
前述した公的年金支給額 (��	�万円) では､ 到
底賄うことの出来ない水準に達する見込みとな
ります｡ なお､ 厚生労働省の年金試算は､ 前提
条件の異なる複数のパターンが存在しますが､
いずれも物価上昇率を考慮すれば､ 今年度
�歳
に到達する世帯では､ 公的年金支給額を大きく
上回る最低日常生活費が必要となります｡
つまり､ 公的年金支給額だけで老後の豊かな

生活を送ることは難しく､ 今から､ 計画的な老
後の資金準備が必要と言えそうです｡

(注) 標準的世帯とは､ 夫が平均収入で��年間就業
し､ 妻がその期間全て専業主婦であった場
合を指す｡

図表� 確定拠出年金 (企業型)の概要
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(注�) ※印が付いている指標は､ いずれも実質ベース｡
(注�) ����年の実績は､ 合計特殊出生率が���	､ 平均寿命が男性


	���歳､ 女性����歳｡
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(出所) 厚生労働省のホームページなどを基に道銀地域総合研究所作成
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�. 公的年金に対する不安感の高まり
(公財) 生命保険文化センターが発表した 『平
成��年度 生活保障に関する調査』 によると､
｢老後の生活に少しでも不安を有する人｣ は全体
の��	�％を占めています｡このうち��	�％の人は､
｢公的年金だけでは不十分｣という点を具体的な不
安内容に挙げており､ やはり､ 将来の公的年金支
給額に対する不安感が高い状況と理解できます｡
厚生労働省が�月に発表した各年齢別におけ

る公的年金支給額の試算結果によると､ 女性や
高齢者の労働市場への参加が進み､ 実質経済成
長率�	�％程度で推移する場合､ 今年度��歳に到
達する標準的世帯 (注�) の公的年金支給額は月
��	�万円､ 今年度
�歳に到達する標準的世帯の
��歳時点支給額が月��	�万円に達する見通しで
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(注�) 年齢は､ ����年時点の到達年齢を指す｡
(出所) 厚生労働省 ｢平成�年財政検証関連資料｣､ (公財) 生命保険文

化センター ｢平成��年度 生活保障に関する調査｣ などを基に､
道銀地域総合研究所作成

(坂野 公紀)
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｢中小企業経営・技術活性化助成金｣ Ｑ＆Ａ
～新技術・新製品の研究開発に対し業種を問わず支援～

�������

｢公益財団法人北海道銀行中小企業人材育成基金｣ では､ 道内の中小企業・個人事業主が行
う新技術・新製品の研究開発等に対する助成事業を����年度より実施しています｡ 今年度分の
募集は､ 既に��月�日から始まっており､ その概要についてＱ＆Ａ形式で紹介します｡

Ｑ�：助成事業の概要を教えてください｡
Ａ：当基金は����年�月�日より公益財団法人に移行し､ 助成事業を中心とした事業展開を図

る方針としました｡ その一環として､ 道内中小企業における経営・技術活性化への取り組
みに対して助成金を交付しています｡

Ｑ�：応募に際しての資格要件はありますか｡ また､ 製造業でなくても応募できますか｡
Ａ：応募資格は､ 道内に主たる事業所があり､ 原則として�年以上継続して事業を営んでいる

中小企業〈資本金�億円以下 (卸売業：�億円以下､ 小売・サービス業：	千万円以下)
又は従業員���人以下 (卸売・サービス業：���人以下､ 小売業：
�人以下)〉､ 及び個人事
業主であることです｡ また､ 業種による応募制限はありません｡ 中小企業の活性化は､ 地
域経済の発展に直結するとの考えから､ 製造業だけに限らず､ 流通・販売・サービス分野
など､ 全ての業種から応募が可能です｡
なお､ 優れた新技術､ 新製品を自ら研究開発しようとする具体的計画 (プロジェクト) を
有していることが必要です｡

Ｑ�：北海道銀行との取引はありませんが応募できますか｡
Ａ：公益財団法人の事業なので､ 北海道銀行との取引の有無に関係なく応募が可能です｡

Ｑ�：助成金の使途は限定されていますか｡
Ａ：新技術・新製品の研究開発を行うための費用であれば､ 幅広くご利用いただけます｡ 例え

ば､ 試作品の設計・製作費､ システムの設計・開発費､ 新サービスの研究・開発費､ 新商
品の研究・開発費 (土産品の新商品開発等も該当)､ 特許等知的財産権取得費､ などです｡

Ｑ�：助成金額と期間を教えてください｡
Ａ：研究開発費用の範囲内とし､ かつ､�プロジェクトにつき､�年間 (交付�回) で���万円

を限度とします｡ なお助成期間は最大�年間 (交付�回) です｡ 今年度は､ 新規助成総額
�百万円を予定しています｡

Ｑ�：助成金に返済義務はありますか｡
Ａ：貸付とは異なりますので､ 助成金に返済義務はありません｡ 研究開発資金として有効にご

活用ください｡

Ｑ�：募集期間はいつまでですか｡ また､ どのように応募したらよいですか｡
Ａ：今年度の募集は既に��月�日から始まっており､ 応募期限は､ ���
年�月�日 (金) となっ

ています｡ なお応募方法は､ 当基金所定の ｢中小企業経営・技術活性化助成金交付申請書｣
に参考資料を添付して､ 基金事務局まで提出 (または送付) 願います｡ 交付申請書は､ 当
基金のホームページからもダウンロードできます｡

Ｑ	：これまでの助成実績を教えてください｡
Ａ：����年度は�件のプロジェクトに対して計�
百万円､ ����年度は�件のプロジェクトに対

して計�百万円の助成を実施しました｡
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・取引金融機関の担当者から制度に関する情報をお聞きしました｡ 当社はベンチャー企業であり､ 先行
投資を必要とする新商品開発に是非助成金を活用したい､ と思い応募したところ､ 交付先に選考して
いただきました｡
p��	�
�"S|(}~���������'&(w)

・医療分野や食品分野において､ 大腸菌 (群) の有無を高感度な蛍光色発光で検出する試薬の開発資金
として応募しました｡ 助成金を有効活用させていただき､ 当該試薬の開発・商品化を進めているとこ
ろです｡ 新商品開発は､ 多様な顧客ニーズへの対応のために不可欠であり､ 助成金を企業価値の向上
に役立てています｡
p����� !"#$wxyz{V)

・“蛍光色素でケミカルバイオロジーを切り拓く”が当社の使命です｡ 着実に実績を積み上げ､ 日本か
ら世界に向けて事業展開を図ることで､ 微力ながら北海道経済の発展に貢献したいと思っています｡

Ｑ�：その他留意事項等はありますか｡
Ａ：本助成金にかかる要綱の詳細､ 交付先の選考方法､ 交付時期､ 交付を受けた事業者の義務

などについては､ 当基金のホームページにてご確認願います｡
本助成金を中小企業の経営・技術活性化に大いに役立てていただきたく､ 多くの企業から
の応募をお待ちしております｡

【本助成金に関するお問い合わせ先】

■公益財団法人 北海道銀行中小企業人材育成基金 事務局 (担当：西村)
〒���－����札幌市中央区大通西�丁目�番地 北海道銀行地域振興・公務部内
�	
：���－�－���� ���：���－��－���� ��
：������������������ �!��!�"#����"$%&���'�

■北海道銀行 各本支店

｢公益財団法人北海道銀行中小企業人材育成基金｣ の設立経緯と事業内容

道内中小企業の自立性ある経営基盤確立のため､ 技術力の強化と､ 経営者および従業員の資
質向上を図る事業を実施し､ これにより､ 北海道の産業振興と一層の経済発展および繁栄に寄
与することを目的として､ �(��年)月に設立・発足｡ この目的を達成するために､ 道内中小企
業の技術水準向上に向けた人材育成､ 新技術の研究開発などによる技術力強化､ および品質・
安全管理面での改善・向上など経営強化に資する事業 (各種セミナー､ 助成金交付等) を行っ
ている｡
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(照会先) 〒��������札幌市中央区大通西�丁目�番地 道銀別館ビル
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〈本誌の無断転用､ 転載を禁じます〉
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現地医療機関の視察風景
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